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介護保険法改正で施設給付を見直し 

10 月から食費・居住費が自己負担に 
 
 介護保険法を改正する法律が 6 月に成立しま

した。今回の見直しにより、介護状態になるこ

とを防ぎ、介護状態であっても症状を悪化させ

ないようにするための予防給付の創設などが

2006 年 4月からスタートします。一方、改正の

柱の一つに位置づけられている施設給付の見直

しでは、食費と居住費が原則、利用者負担とな

り、10月 1日から先行して実施されました。 
 
 
 
 ＜これまでは＞           ＜10月 1日からは＞ 

 
                     
 
                             ＋  利用者負担の額は、施設と 
                                利用者の契約により決まります 
 
 
 

多床室（相部屋） 光熱水道費相当のみ 

従来型個室 室料＋光熱水道費相当 

ユニット型準個室・個室 室料＋光熱水道費相当 

 
 
 
 ＜これまでは＞          ＜10月 1日からは＞ 
 
                     
 
                             ＋ 利用者負担の額は、施設と 
                                利用者の契約により決まります 
 
 
 
 
 
 
厚生労働省が示した標準ケースでは（特別養護老人ホーム・従来型個室、利用者負担第 4段階、要介護 5） 
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居住費 

1 割負担 

 

保険給付 
（施設介護サービス費） 保険給付 

（施設介護サービス費） 

1 割負担 

居住費相当分 
（利用者負担） 

食費 

食材料費相当分負担 

 

保険給付 
（基本食事サービス費） 保険給付 

（栄養管理相当分） 

食材料費＋調理費相当分 
（利用者負担） 

どのくらい利用者負担が増えるの？ 

5.6 万円／月 10.4 万円／月 

利用者負担第 1～3 段階は生活保護・市町

村税非課税者などです。所得に応じて負

担額は異なります。 
また、激変緩和措置や低所得者の負担を

軽減する措置があります。くわしくは市

町村の介護保険課にご相談ください。 


